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（別紙）

【農林水産省】

食糧管理関係

【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－主要食糧の買入れ、保管、販売等の業務について、原則として全ての業務を対

象に廃止・見直し、包括的民間委託

【現時点における検討結果】

１ 米麦の主要食糧については、平成６年、国の全量管理を定めた食糧管理法を

廃止し、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（主要食糧法）の下で、

市場原理の導入、流通規制の撤廃を通じて、米麦の流通の合理化等を図ってき

た。

２ 主要食糧法により、米については、供給が大幅に不足する場合における米の

、 、売渡命令等の緊急時の措置 天候異変による不作に備えた米の備蓄の運営など

国の業務は、国として最低限担うべきものに限定され、これにあわせて大幅な

要員の合理化が行われてきたところである。

３ 特に、米の備蓄については、民間での十分な取組が期待できないことから、

量的には、不作が２年続いても国内需要に対応可能な１００万トンを目安とし

て実施するとともに、方法についても、倉庫での保管・管理や倉庫間の運送に

ついて民間委託を実施することにより、業務の効率化を図っているところであ

る。

４ また、供給の大部分を外国産が占める麦については、安定的な輸入を確保す

るため、国家貿易により、買入れ、販売等が行われているが、米と同様の方法

により、業務の効率化、要員の合理化を図っているところである。

５ 以上のような制度の見直し、業務の民間委託による効率化にあわせて、要員

の大幅な合理化を行っており、具体的には、平成１４年度末約６千人いた要員

を、１０年間で約１／３(約２，０００人)に縮減することを目指しているとこ

ろである(行政減量・効率化方針)。

今後についても、ＩＴ化による業務の効率化、業務のアウトソーシング等に

よる見直しを進め、合理化に向けて業務内容を更に精査することとする。
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【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－農産物検査業務について、国が行う検査から民間検査への移行又は公的な資格

制度によらない完全な自主検査に移行することとし、国の業務を最小限に限定

【現時点における検討結果】

１ 農産物検査業務については、食糧管理法の下では、国の職員自らが検査業務

を行ってきたが、平成１２年の農産物検査法の改正により、平成１７年度末ま

でに検査業務を民間に移管することとしたところである。

これにより、検査業務に係る要員についても、前述した行政減量・効率化方

針を実施する一環として大幅な縮減を行ってきているところである。

２ しかしながら、民間における検査結果が必ずしも安定していない等の状況に

、 、 、あることが指摘されており 流通業者からは 検査精度の統一が図られるよう

民間検査機関に対する国の指導・監督が求められているところである。

特に、米については、ＪＡＳ法に基づき、農産物検査を受けたもののみ産地

品種銘柄（例： 魚沼産コシヒカリ ）の表示が可能であることから、適正な表「 」

示の担保のためには検査水準の維持向上が不可欠である。

３ 今後においても、米流通に対する消費者・流通業者の信頼を確保する観点か

ら、検査の客観性、公平性、透明性を確保することが必要であり、検査規格に

基づく標準品の作製、検査規格改正に必要な調査、民間検査機関の登録に係る

事務（申請受理、要件確認等 、検査格付けのクレーム処理、民間登録検査機関）

の監査、技能確認、立入調査等の業務については、国として最低限実施してい

くことが必要である。

他方、今後、民間検査機関の検査水準の状況に応じて、これらの国の関与に

ついても見直し、合理化に向けて業務内容を更に精査することとする。
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【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－米穀の生産調整業務について、農業者・農業者団体が主体となった生産調整シ

ステムでの需給調整への移行に伴い、原則として地方支分部局における業務を

廃止

【現時点における検討結果】

１ 米の需給調整は、主要食糧法の下では、農業者・農業者団体自らが主体的に

取り組むことが原則である。

２ しかしながら、農業者等の努力だけでは、国全体の需給状況等を見通すこと

は困難であることから、国が、国全体の米の需給見通しを策定するとともに、

生産者自らが行う需給調整の適正化とその円滑化のための業務を行っている。

３ 具体的には、法律上定められた事務として、農業者等の作成する生産調整方

針について、国全体の需給状況に即しているか、また、他の農業者等の事業活

動を不当に制限するものでないか等をチェックするため、国が認定を行ってい

るところである。

また、指導・助言に係る事務として、

① 需給見通し策定の前提となる産地銘柄ごとの米の需給・在庫状況の把握

② 消費動向・流通情報及び支援措置等の制度の周知など具体的な情報の提供

③ 地域の需給調整の取組に係る優良事例の紹介、普及

等の業務を行っているところである。

さらに、需給調整は地域における面的な取組を要することから、地域の行政

・農業者・農業者団体の組織化や認識共有のための働きかけを行っているとこ

ろである。

４ 以上のように、米の需給調整については、法律上定められた国の認定に係る

事務のほか、現状では、需給調整の円滑化のために一定の関与が必要である。

他方、現在、米政策の改革を進め、これまでの国による生産目標数量の配分

を改め、農業者・農業者団体が自らの経営判断により需要に応じた生産を行う

システムを目指しているところである。今後、このような新たな需給調整シス

テムの定着状況を踏まえつつ、これらの国の関与を見直し、合理化に向けて業

務内容について更に精査することとする。
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【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－米麦の生産・流通調査業務について、調査自体の整理・見直し、国の職員によ

る実査の廃止等

【現時点における検討結果】

１ 米麦等の主要食糧については、それぞれを取り巻く環境の変化に応じて、政

策の見直しを進めてきたところである。その際、米麦の生産・流通調査業務に

ついても、政策の見直しにあわせて必要な見直しを行い、調査内容は最低限必

要なものに限定してきたところである。

２ このうち、米については、農業者等が主体となる新たな需給調整システムに

おいて、需給・価格等の情報は農業者等の経営判断の材料となる重要なシグナ

ルとなることから、需給・価格等の情報を対象に調査を行っているところであ

る。

今後においても、新たな需給調整システムの定着状況を踏まえつつ、調査対

象の絞り込み等の合理化を検討することとしている。

３ 他方、調査対象である情報は、生産者、流通業者等の経営内容や消費者の消

費動向に踏み込むものであり、経営や生活の機微にかかわるものを含むため、

正確な情報の把握のためには、国の職員による調査によらざるを得ない場合が

あるが、可能なものについては、ＩＴ化による業務の効率化、業務のアウトソ

ーシング等による見直しを進め、合理化に向けて業務内容を更に精査すること

とする。



- 5 -

【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－ＪＡＳ巡回指導業務について、都道府県や独立行政法人農林水産消費技術セン

ターの業務内容・権限の整理、包括的な民間委託（調査員の活用 、調査対象の）

絞込み

【現時点における検討結果】

１ ＪＡＳ巡回指導業務は、ＪＡＳ法に基づき、消費者が食品を選ぶ際の決め手

となる食品表示について、その適正性を確保するための業務であり、消費者保

護の観点から行われる業務である。

このような業務内容から、食糧管理(主要食糧である米麦の管理)関係業務と

は、別部門の業務と整理される。

２ 特に、当該業務については、ＢＳＥや偽装表示事件などにより消費者の食品

表示に対する信頼確保が大きな課題となっている中で、

⑴ ＪＡＳ法に基づく生鮮食品の原産地表示を適正に行っていない店舗の割合

が未だ３割に達し、食品表示の適正化を推進する必要性が依然として高いこ

と

また、ＪＡＳ法に基づき、生鮮食品に近い加工食品について原料の原産地

表示が義務化されるなど、本業務の調査対象の拡大が求められていること

⑵ ＪＡＳ巡回指導業務は、ＪＡＳ法に基づく立入検査権限を前提として実施

するものであり、調査の現場で事業者の故意や過失等を判断し、具体的に指

示・公表、指導等の措置を行うかどうかを判断する必要があることから、民

間委託になじまず、権力的行政として行う必要があること

⑶ 食品流通の広域化が進展する一方で、都道府県における食品表示の監視体

制にばらつきがあることから、すべてを都道府県に委ねることは、食品表示

の適正化に向けた取組について地域ごとの格差が生じるおそれが高いこと

等の理由により、引き続き、国が、常時監視・指導を行い、不正表示の摘発や

その改善指導に積極的に取り組むことが必要である。

３ 他方で、ＪＡＳ巡回指導業務については、効率的な調査計画について検討を

進めているところであり、更なる業務の効率化について検討することとする。

なお、ＪＡＳ巡回指導業務については、前述のとおり食糧管理とは別の業務部

門と整理されることから 「地方支分部局等の見直し」の一環として、見直し検、

討を行うこととする。
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【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－食品価格・需要等調査業務について、調査自体の整理・見直し、国の職員によ

る実査の廃止等

【現時点における検討結果】

１ 食品価格・需要等調査業務は、消費者保護等の観点から、食品の価格・需給

動向を迅速かつ的確に把握する物価対策としての位置づけを有するものであり、

食糧管理（主要食糧である米麦の管理）関係業務とは別部門の業務である。

２ 食品の価格変動は大きく、また、家計支出に直結すること等から、消費者を

含めた需要者の関心が高い。また、食品の流通が広域化していることから、食品

の価格・需給対策は、全国的な見地から行う必要がある。

また、小売価格急騰時のような緊急時においては短期間のサイクルで調査を実

施し、信頼性の高い情報を提供し、小売価格高騰に対する社会的不安の沈静化を

はかるとともに、行政が講じる価格安定対策の基礎資料として活用しているとこ

ろである。

、 、 、なお 価格等に関する情報は 事業者の経営内容に立ち入るものであるため

正確な把握のためには、国の職員の調査によらざるを得ない場合があること、ま

た、調査の実施により、食品の便乗値上げ等に対する抑止効果が期待できること

から、国の職員により調査が行われているところである。

３ 他方で、調査業務については、ＩＴの進展等を踏まえ、業務の効率化が可能

、 、 。な場合には 更なる効率化を図ることとし 更に業務内容を精査することとする

なお、食品価格・需要等調査業務については、食糧管理とは別の業務部門と整

理されることから 「地方支分部局等の見直し」の一環として検討を行うことと、

する。

【定員純減に向けた検討の方向】

○ 各業務について、以下の方向で業務の廃止又は抜本的な見直しを行うこと。国

の職員が業務を実施する必要がある場合、必要最小限の体制とすること。

－総務業務について、上記の業務見直しに合った合理化に加え、業務と執行体制

の抜本的見直しによる民間委託の推進、官署の統廃合

【現時点における検討結果】

総務関係業務については、上述した業務の見直しや 「電子政府構築計画」に、

基づく新たなシステムの構築に伴う業務改革の進捗状況を踏まえ、要員の合理

化及び執行体制の見直しに向けて更に精査することとする。
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【定員純減に向けた検討の方向】

○ その他、減量・効率化方針（①主要食糧業務に係る定員は、平成14年度末の5,9

00人を向こう10年以内に1/3程度にまで縮減、②旧食糧事務所全体の定員に相当

する部分については、14年度末定員の8,843人を向こう10年以内に約3,000人削

減）を平成22年度までに前倒し実施すること。

【現時点における検討結果】

１ 食糧管理関係業務については、減量・効率化方針により、他の部門に先駆け

て、平成14年度末定員を向こう10年間で約１／３に縮減することを目指し、業

務の見直しを進めているところである。

２ 減量・効率化方針の前倒しについては、これまで述べてきた対応方向に沿っ

て、業務を見直すことにより、前倒しが可能か更に精査することとする。

【定員純減に向けた検討の方向】

○ その他、定員の大幅な純減に資する抜本的な見直しの方向

【現時点における検討結果】

１ 主要食糧業務については 「電子政府構築計画」に基づき、総合食料局情報管、

理システムの最適化を進めており、システムの構築後は、効率的かつ効果的に

業務を遂行し、要員の合理化を図ることとしている。

２ なお、食糧管理関係業務全般について、業務内容を見直す中で、人員の余剰

が生じる場合には、他府省への配置転換等の対応が必要となるが、政府全体と

しての配置転換円滑化対策が明らかでない。

配置転換等が円滑に進まない場合には、職員の雇用及び労働条件に直結する問

題が生ずるおそれがあり、当省としては、実効ある政府全体としての配置転換

等円滑化対策が必要と考えている。



主要食糧業務の改革

２．主要食糧に関する制度の変革

(1) 原則、国が全量管理していた食糧管理法（昭和17年～）については、
　平成６年、これを廃止し、市場原理の導入、規制緩和等を目的として、主
　要食糧の需給及び価格の安定に関する法律（以下「食糧法」という。）
　を制定した。

(3) 農産物検査については、国の職員が検査業務を行ってきたが、

平成12年の農産物検査法の改正により、平成17年度末をもって検
　査の実施主体を国から民間に移管したところ。　　　　　　　　　　　

３．定員の大幅な合理化　　　　　　

主要食糧業務に係る地方組織の定員については、ピーク時28,369人
から大きく削減し、さらに、平成15年に食の安心・安全部門の強化を
図るため、消費・安全業務を分離し、併せて主要食糧業務に係る定員
を平成14年度末約6,000人の1/3に縮減するスリム化計画を実施中（平
成24年度末約2,000人）。　　　　　　　　

(2)　米政策改革大綱(H14) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
需要に応じた米づくりの推進を通じて水田農業経営の安定と発展

を図るため、平成14年に米政策改革大綱を制定し、これに基づき、
　 平成16年、生産、流通における規制緩和を目的として食糧法を改正。

　　　　１．主要食糧における国の役割　　　　　　

　米麦は国民の主食として、不測の事態でも安定的に供給することが必要で
あり、食料の安全保障の見地から、国が責任を持って備蓄等を実施すること
が必要（緊急時対応も法定）。
　また、国内農業、国民生活における米麦の重要性を踏まえ、ＷＴＯ交渉に
おいては引き続き国自らが米麦の輸入を行う国家貿易体制維持を実施してい

るところ。　　　　

①　生産調整　　国による生産目標数量配分　⇒　　国が提供する情報に基づき
農業者等が主体的に実施

　 　　 ②　流通制度　　　　計画流通制度　　　　⇒　　　　　　廃止（原則自由）　　　　　　　　　　　　

①　検査実施主体　　　　国　　　 ⇒　　　　 民関登録検査機関　
②　検査実施者　 国の検査官 ⇒　 民間検査員 　　　　

①　備蓄制度　⇒米：平成５年（作況74）のような大不作となれば、国
　　　　　　　　　　内産米志向が強い消費者が国内産米を求めて店舗
　　　　　　　　　　に集中し、大きな混乱が生じる。

国家貿易制度⇒麦 ： 国自らが輸入しない場合、国家貿易で行っている主
　　　　　　　　　　　　　　 要輸出国等と対等な立場で貿易交渉が行えず、安

　　　　　　　　　　定的な輸入が図れない。

食糧管理法 食　糧　法

目　的

需給調整

流通制度

国民食糧の確保、全量管理

政府米中心

流通ルートの限定

需給と価格の安定、民間主導

民間流通米中心、備蓄の制度化、生産調整の法定　　　　　　　　　　　　　　　

流通ルートの弾力化、規制緩和、緊急時の措置(命令等)

②　生産調整⇒生産調整への国の関与がない場合、現状では過剰生産か
　　　　　　　ら米価格が下落し、特に米を中心とする大規模農家であ
　　　　　　　る担い手の所得が確保できず、国内農業が衰退。

③　検査制度⇒国の関与が全くない場合、現状では全国流通する米麦の規
　　　　　　　　　　 格が不統一となり、流通業者等に混乱を招くとともに、 ＪＡＳ

表示の適正な担保が図れない。

もし国の主要食糧業務がなくなったら・・・

　　 ４．今後の主要食糧業務の更なる改革　　　　　　

主要食糧業務については、これまでのスリム化計画に加えて、
・農業者団体等が主体的に行う生産調整の推進
・業務内容の見直し（ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ等）による合理化
・主要食糧の備蓄、売買等の手続に係るシステムの最適化による効率化
等による更なる合理化に向けて、業務内容を精査中である。

11,246（Ｈ５）

3,297（Ｈ17）4,042（Ｈ15）

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

5 8 11 14 17 20 23 年度

定員

24

8,843（Ｈ14）

2,000（Ｈ24）

ピーク時（昭和37年度）の定員28,369人

主要食糧業務から消費・安全業務へ大幅に移行

(H14⇒Ｈ15▲671）

・主要食糧　4,042（▲1,854）

・消費・安全 4,130（＋1,183）

9,793（Ｈ11）

10,354（Ｈ8）

・主要食糧　5,896

・消費・安全　2,947
消費・安全業務を分離

2, 403人削減

約

約4, 000人

削減

約2, 000

人削減
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食 糧 管 理 関 係 の 業 務 概 要

＜主要食糧部門＞ 約3,300人

備蓄運営（買入、売却、保管 、国家貿易等 約1,000人）

・ 主要食糧法に基づき、国民の主食であり、国内農業の重要な農産物であ

る米について、天候異常による不作に備え、100万トンを目安とした備蓄

（ （ ） （ 、の運営 政府備蓄米の買入れ 16年産米37万ﾄﾝ 及び売渡しを実施 保管

運送等は民間委託 。））

また、大幅な供給不足となる場合、生産者への売渡命令、配給等の緊急

措置を実施。

・ 国家貿易により国内需要に基づいた外国産麦の買入れ（646万ﾄﾝ ・売渡）

し等を実施（輸入業務は民間委託 。）

農産物検査 約400人

・ 農産物検査については、平成17年度末までに検査業務を民間に移行する

が、全国的な検査精度の統一を通じて現物確認しない規格取引による円滑

な流通を図るため、検査規格に基づく標準品の作製、民間検査機関（1,42

8機関 、登録検査員（12,856人）に対する指導・監督、クレーム処理等を）

国が実施。

また、米については、農産物検査法に基づく証明を受けたもののみが、

ＪＡＳ法の産地・品種・産年の表示が可能となるため、検査技術水準の維

持を国が指導。

米穀の生産調整等 約800人

・ 国全体の需給見通し及び都道府県別の需要見通し・生産目標数量を策定

、 、 、 、 。し 併せて 需給状況 消費動向 流通情報及び支援措置等の制度の周知

・ 地域の水田農業ビジョンの策定等を行う地域水田農業推進協議会（2,23

5協議会）への参加・助言。

・ 生産者・ＪＡ等が策定する生産調整方針について、国全体の需給状況等

1



を踏まえて国が認定を行うため、これに伴う生産調整方針の作成・適正な

運用に係る助言・指導（方針作成者1,934者 。）

・ 生産者経営安定対策として、稲作所得基盤確保対策（加入者97万人）の

助成に関する事務。

・ 豊作による過剰米を市場流通から隔離する集荷円滑化対策（加入者138

万人）における区分保管状況の確認。

・ その他、米麦の消費拡大を図るための普及・啓発等を実施。

米麦の生産・流通調査 約600人

・ 国全体の米の需給見通し等の作成、米の需給調整の円滑な推進に必要な

情報提供等を通じて、主要食糧の需給・価格の安定を図るため、生産、流

通、消費の状況に関する各種の調査を行う。

・ 具体的には、米麦の出荷等に関する基本調査（対象217万農家 、米穀の）

作付見込調査 対象17,000農家等 米の消費動向調査 対象：生産世帯1,（ ）、 （

、 ）、 （ 、 ）690世帯 消費世帯6,600世帯 在庫調査 生産者8,310 流通業者1,914

等を実施。

管理部門 約500人

2



在職状況 様式

実員数
１８歳以下 0
１９歳 0
２０歳 4
２１歳 8
２２歳 4
２３歳 4
２４歳 10
２５歳 11
２６歳 21
２７歳 25
２８歳 18
２９歳 19
３０歳 38
３１歳 70
３２歳 100
３３歳 135
３４歳 174
３５歳 184
３６歳 218
３７歳 320
３８歳 346
３９歳 385
４０歳 399
４１歳 432
４２歳 488
４３歳 405
４４歳 344
４５歳 324
４６歳 299
４７歳 267
４８歳 218
４９歳 215
５０歳 169
５１歳 119
５２歳 97
５３歳 53
５４歳 107
５５歳 122
５６歳 184
５７歳 208
５８歳 221
５９歳 181
６０歳 261
６１歳 0
６２歳 0
６３歳 0
６４歳 0
計 7207

府省名 農林水産省
対象事項名 食糧管理（主要食糧）関係＋消費安全関係

年 １７年

※　総務部門の人員が分離できないため、主要食糧部門と

　消費安全部門の合計数である。
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地
方
農
政
局
（
食
糧
部
及
び
消
費
・
安
全
部
地
域
課
）
、
地
方
農
政
事
務
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、
北
海
道
農
政
事
務
所
　
合
計

行
政
職
（
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）
職
員
年
齢
別
人
員
分
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図
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平
成
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7
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４
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１
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現
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1
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4
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現
在
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注
１
：
米
の
総
需
要
量
お
よ
び
一
人
当
た
り
消
費
量
は
食
料
需
給
表
に
よ
る
。

　
２
：
生
産
量
は
、
水
稲
と
陸
稲
の
計
で
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る
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○
米
麦
は
国
民
の
主
食
で
あ
り
国
民
へ
の
安
定
供
給
の
確
保
は
国
の
重
要
な
役
割
。
一
方
で
、
食
糧
制
度
は
、
米
麦
を
巡
る
環
境
の
変
化
に
対
応
し
、
規
制

緩
和
等
の
累
次
の
制
度
改
革
を
実
施
。

○
主
要
食
糧
業
務
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
制
度
改
革
に
合
わ
せ
、
業
務
内
容
及
び
組
織
・
定
員
を
減
量
・
効
率
化
。

（
※
地
方
農
政
事
務
所
は
、
従
来
の
主
要
食
糧
業
務
か
ら
、
消
費
者
の
要
請
の
強
い
消
費
・
安
全
業
務
に
大
き
く
シ
フ
ト
）

○
ま
た
、
地
方
農
政
事
務
所
は
、
農
政
改
革
の
最
重
要
課
題
で
あ
る
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対
策
へ
の
転
換
な
ど
、
今
後
の
担
い
手
・
経
営
安
定
対
策
の

推
進
に
不
可
欠
。

昭
和
４
０
年
度
末

組
織

本
所

46
支
所

51
1

出
張
所

3,
06

0

組
織

本
所

46
支
所

51
1

出
張
所

3,
06

0

平
成
１
８
年
度

・
農
政
事
務
所
と
統
計
・情
報
セ

ン
タ
ー
と
の
統
合

１
９
年
産
か
ら
担
い
手
・
経
営

安
定
対
策
の
推
進

平
成
１
８
年
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農
政
事
務
所
と
統
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報
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ン
タ
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の
統
合

１
９
年
産
か
ら
担
い
手
・
経
営

安
定
対
策
の
推
進

平
成

15
年

7月
・
Ｂ
Ｓ
Ｅ
の
発
生
を
契
機
に
消
費
・

安
全
及
び
主
要
食
糧
を
担
う

農
政
事
務
所
を
設
置

(食
糧
事
務
所
本
所
・支
所
の
廃
止

)

平
成

15
年

7月
・
Ｂ
Ｓ
Ｅ
の
発
生
を
契
機
に
消
費
・

安
全
及
び
主
要
食
糧
を
担
う

農
政
事
務
所
を
設
置

(食
糧
事
務
所
本
所
・支
所
の
廃
止

)

平
成
２
４
年
度

主
要
食
糧
業
務
に
係
る
定
員
に
つ
い
て
は
、
昭
和

40
年
度
の

28
,3

29
名
か
ら
大
幅
に
削
減
し
、
さ
ら
に
、

平
成

14
年
度
末
定
員

5,
89

6名
を
１
／
３
に
縮
減
（
平
成

24
年
度
末
約

2,
00

0名
）

主
要
食
糧
業
務
に
係
る
定
員
に
つ
い
て
は
、
昭
和

40
年
度
の

28
,3

29
名
か
ら
大
幅
に
削
減
し
、
さ
ら
に
、

平
成

14
年
度
末
定
員

5,
89

6名
を
１
／
３
に
縮
減
（
平
成

24
年
度
末
約

2,
00

0名
）

こ
れ
ま
で
の
業
務
及
び
組
織
・
定
員
の
減
量
・
効
率
化
に
向
け
た
取
組
状
況

こ
れ
ま
で
の
業
務
及
び
組
織
・
定
員
の
減
量
・
効
率
化
に
向
け
た
取
組
状
況

主
要
食
糧
業
務

２
８
，
３
２
９
名

主
要
食
糧
業
務

５
，
８
９
６
名

主
要
食
糧
業
務

約
２
，
０
０
０
名

昭
和

54
年
度

出
張
所
廃
止

平
成
１
４
年
度
末

食
糧
管
理
法

・
国
に
よ
る
全
量
管
理

・
政
府
米
中
心

・
流
通
規
制
（
米
集
荷

業
者
の
指
定
制
、
米

販
売
業
者
の
許
可
制
）

【
平
成
７
年
～
】

主
要
食
糧
法

・
民
間
流
通
米
中
心

・
備
蓄
、
生
産
調
整
の
法
定

・
流
通
規
制
の
緩
和
（
米
の
出
荷
、
販
売
業
者
の

登
録
制
へ
の
移
行
）

・
緊
急
時
の
措
置
を
整
備

【
平
成
１
6
年
～
】

○
米
政
策
改
革
（
主
要
食
糧
法
改
正
）

・
生
産
調
整
手
法
の
見
直
し
（
国
の
支
援
の
下
、

生
産
者
団
体
等
が
主
体
的
に
生
産
調
整
を
推
進
）

・
流
通
規
制
の
原
則
撤
廃
（
米
の
出
荷
、
販
売

業
者
の
届
出
制
へ
の
移
行
）

○
調
査
業
務
・
情
報
管
理
シ
ス
テ
ム
の
見
直
し

国
に
よ
る
検
査

【
平
成
１
3
年
～
平
成
1
7
年
】

民
間
に
よ
る
検
査
へ
の
移
行
期
間

【
平
成
1
8
年
～
】

完
全
民
営
化

米
政
策

農
産
物

検
査

1/
3
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各
国
の
主
要
食
料
備
蓄
制
度
の
概
要

国
ド
イ
ツ

ス
イ
ス

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド

Ｅ
Ｕ

中
国

韓
国

台
湾

ア
メ
リ
カ

・
国
家
穀
物
備
蓄
(
パ
ン
用
小
麦
・

特
定
物
資
を
輸
入
す
る
者
、
・

有
事
に
お
い
て
、
食
料
が
供
・

主
要
農
産
物
穀
物
砂
糖

・
中
国
の
食
料
公
共
備
蓄
は
、
・

国
が
米
及
び
大
麦
を
備
蓄
。

・
米
の
備
蓄
を
実
施
。
輸
入
米
・
開
発
途
上
国
の
援
助
用
穀
物
を

概
要

（
、

、

等
)
、
民
間
有
事
備
蓄
(
米
、
粉

生
産
者
、
加
工
業
者
、
国
内
流

給
可
能
な
体
制
を
維
持
す
る
た

乳
製
品
牛
肉
等
に
つ
い
て

中
央
食
糧
備
蓄
及
び
地
方
食
糧

の
２
３
を
国
家
貿
易
で
輸
入

備
蓄
。

、
）

、
/

ミ
ル
ク
、
砂
糖
等
)
等
に
よ
る

通
の
第
一
段
階
を
担
う
業
者

め
に
政
府
が
穀
物
、
種
子
等
を

Ｅ
Ｕ
の
介
入
機
関
が
買
入
れ
を

備
蓄

し
、
一
部
を
備
蓄
す
る
。

公
的
備
蓄
。

に
、
平
均

か
月
の
備
蓄
を
義

備
蓄
。

行
い
在
庫
と
し
て
保
管
。

・
小
麦
は

ヶ
月
分
の
備
蓄

4
1.

5
・

家
庭
内
備
蓄
(

日
程
度
)
の

務
付
け
。

・
こ
の
他
民
間
備
蓄
を
実
施

を
保
有
。

14
、

。

奨
励
。

・
家
庭
内
備
蓄
の
推
奨
。

・
国
家
穀
物
備
蓄
、
民
間
有
事
・

政
府
と
関
係
業
界
に
よ
る
共
・

国
家
緊
急
供
給
庁
に
よ
る
備
・

Ｅ
Ｕ
か
ら
委
託
を
受
け
た
各
・
中
央
備
蓄

・
政
府
が
保
管
。

・
国
家
備
蓄

・
商
品
金
融
公
社
(

)
に
よ

備
蓄
方
式

C
C

C
備
蓄
等
の
公
的
備
蓄
。

同
備
蓄
を
実
施
。

蓄
(
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る

国
政
府
機
関
が
保
管
。

：
中
央
政
府
の
権
限
で
、
中
・

古
い
米
を
優
先
的
に
売
却
。

る
備
蓄
。

・
備
蓄
さ
れ
た
穀
物
等
は
入
札
・

一
定
期
間
の
備
蓄
の
後
、
食

備
蓄
の
更
新
)
を
実
施
。

・
砂
糖
、
乳
製
品
、
牛
肉
に
つ

央
備
蓄
食
糧
管
理
総
公
司
が

主
食
用
と
し
て
比
較
的
新
し
い

・
Ｃ
Ｃ
Ｃ
に
は
事
務
担
当
職
員

等
に
よ
り
一
般
市
場
に
売
却
。

用
又
は
飼
料
用
と
し
て
市
場
で
・

放
出
さ
れ
た
穀
物
は
国
内
市

い
て
は
民
間
在
庫
助
成
も
実

買
付
け
、
管
理
を
行
う
。

米
に
つ
い
て
も
需
給
を
勘
案
し

は
お
ら
ず
、
事
業
運
営
は
全
て

販
売
。

場
等
で
売
却
。

施
。
ま
た
、
豚
肉
、
オ
リ
ー
ブ
・
地
方
備
蓄

て
売
却
。

農
務
省
に
よ
り
行
わ
れ
て
い

・
家
庭
内
備
蓄
の
奨
励
。

油
等
に
つ
い
て
は
民
間
在
庫
の

：
地
方
政
府
の
権
限
で
、
地

る
。

み
を
実
施
。

方
食
糧
局
が
買
付
け
、
管
理

を
行
う
。

・
連
邦
予
算
か
ら
の
支
出

・
民
間
企
業
か
ら
の
資
金
提
供
・

安
全
保
障
税
(
ガ
ソ
リ
ン
、
石
・

Ｅ
Ｕ
予
算
(
農
業
指
導
保
証
基
・

中
央
備
蓄
費
用
は
中
央
財
政
・

農
林
部
予
算

・
国
家
予
算
か
ら
の
支
出

予
算
・
経
費
等

備
蓄
関
係
予
算
（
連
邦
穀
物
備

(
輸
入
ラ
イ
セ
ン
ス
の
交
付
条

炭
・
電
気
に
課
税
)
を
財
源

金
)
よ
り
、
買
入
れ
、
在
庫
の

が
支
出
、
地
方
備
蓄
費
用
は
中

（
年
度
）

米
の
買
上
げ
費
用
及
び
金

20
02

蓄
と
民
間
有
事
備
蓄
の
合
計

件
)
及
び
消
費
者
負
担
(
保
管
コ
・

備
蓄
コ
ス
ト
：
麦
全
体
で

経
費
等
を
支
出
。

央
及
び
地
方
が
共
同
で
設
立
す

億
ウ
ォ
ン

利
倉
敷
料
と
し
て
、
毎
年
約

12
,3

82
額
）

ス
ト
を
小
売
価
格
に
転
嫁
)
。

～
万
マ
ル
カ
(
約

(
年
)

る
食
糧
リ
ス
ク
基
金
が
支
出
。

（
約

億
円
）

億
元
（
約

億
円
。

1,
25

0
1,

35
0

20
03

1,
23

6
10

0
33

5
）

～
億
円
)

買
入
れ
予
算

2.
8

3.
0

年
千

億
ユ
ー
ロ

04
12

,9
35

14
2

ユ
ーロ

（
約

億
円
）

(
約
兆

億
円
)

17
.1

1
8,

81
9

国
（
連
邦
消
費
者
保
護
・
食
料
・
国
（
国
家
経
済
供
給
連
邦
事
務
局
国
（
フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
商
工
省

（
K
Ｅ
Ｕ
（
各
国
政
府
機
関
）

国
（
中
国
国
家
糧
食
局
(
S
t
a
t
e
G
r
国
（
農
林
部
(
M
i
n
i
s
t
r
y
o
f
A
g
r
国
（
行
政
院
農
業
委
員
会
（
C
o
u
n
国
（
農
務
省
（
F
a
r
m
a
n
d
F
o
r
e
i

管
理
主
体

農
業
省
（
B
u
n
d
e
s
m
i
n
i
s
t
e
r
i
u

（
A
U
P
P
A
-
J
A
-
T
E
O
L
L
I
S
S
U
S
-
M
I
N
I

a
in
A
d
mi
ni
s
tr
a
ti
on
)
）

ic
u
lt
u
re
an
d
F
or
e
st
ry
)
）

c
i
l
o
f
A
g
r
i
c
u
l
t
u
r
e
,
E
x
e
c

g
n
A
g
r
i
c
u
l
t
u
r
a
l
S
e
r
v
i
c
e

（
担
当
部
署
）

B
u

n
d

e
s

a
m

t
f

ü
r

m
f
u
r
E
r
n
a
h
r
u
n
g
,
L
a
n
d
w
i
r
t

ST
ER
I
O
）

u
ti
ve
Yu
an
）

s
）

w
ir

ts
c

h
a

f
tl

ic
h

e
）

）
）

s
c
h
a
f
t
u
n
d
V
e
r
b
r
a
u
c
h
e
r
s
h

）
La

nd
es

ve
rs

or
gu

ng
ut
z
））

・
公
的
備
蓄

・
基
礎
的
食
物
(
砂
糖
、
米
、
食
・

食
用
麦
は
1
年
分
、
飼
料
用
麦
・
備
蓄
対
象
品
目

・
主
要
品
目
は
小
麦
、
米
等
。

・
米

・
米

・
対
象
穀
物

備
蓄
品
目
、
数
量
等

①
連
邦
穀
物
備
蓄

用
油
、
コ
ー
ヒ
ー
)
、
パ
ン
用

は
半
年
分
の
供
給
を
目
標
。

穀
物
、
砂
糖
、
乳
製
品
、
牛

目
標
数
量
は
年
間
消
費
量
の
1
7

需
要
量
の
３
ヶ
月
分
（
4
0
万
ト

：
小
麦
、
と
う
も
ろ
こ
し
、
ソ

パ
ン
用
、
飼
料
用
穀
物
を

穀
物
、
製
粉
用
穀
物
、
家
畜
飼
・

備
蓄
品
目
及
び
数
量

肉
等

％
、
7
0
5
千
ト
ン

ン
；
籾
ベ
ー
ス
）

ル
ガ
ム
、
米

備
蓄
。

料
、
肥
料
。

食
用
穀
物
(
4
0
万
ト
ン
)
、
飼

・
備
蓄
限
度
数
量

②
民
間
有
事
備
蓄

料
用
穀
物
(
7
万
ト
ン
)
、
種
子

：
4
0
0
万
ト
ン

加
工
済
調
理
用
品
の
形
で

用
穀
物
(
8
万
ト
ン
)
、
油
脂
用

備
蓄
。
現
在
は
、
そ
の
原
料

種
子
（
3
万
ト
ン
、
牧
草
種
子

）

と
し
て
米
、
粉
ミ
ル
ク
、
砂

(
9
千
ト
ン
)
、
そ
の
他
生
産
に

糖
の
混
合
食
品
を
備
蓄
。

必
要
な
中
間
材
等
。

・
国
家
機
密
の
た
め
、
実
績
は
・
義
務
備
蓄
月
数

・
穀
物
期
末
在
庫

・
食
料
需
給
の
調
節
、
食
糧
市
・

2
0
0
1
年
度
末

・
2
0
0
3
年
９
月
末
現
在

・
小
麦
2
0
0
万
ト
ン

備
蓄
実
績

不
明
。

砂
糖
：
4
か
月

(
20
02
/
20
03
)

場
の
安
定
等
へ
の
対
応
。

1,
3
3
5千
ト
ン

国
産
米
6
7
万
ト
ン

（
20
02
年
末
）

米
：
4
か
月

4
,2
8
0万
ト
ン

・
地
方
備
蓄
に
つ
い
て
は
、
生

（
1
0
月
末
）

（
籾
ベ
ー
ス
）

食
用
油
：
4
か
月

う
ち
介
入
に
よ
る
在
庫

産
地
域
で
６
か
月
分
、
消
費
地
・

20
0
2
年
度
末

輸
入
米
８
万
ト
ン

コ
ー
ヒ
ー
：
3
か
月

1,
3
70
万
ト
ン

域
で
３
か
月
分
の
備
蓄
。

1,
4
9
8千
ト
ン

（
籾
ベ
ー
ス
）

硬
質
小
麦
：
4
か
月
等
。

（
1
0
月
末
）

・
民
間
倉
庫
を
借
り
上
げ
保
管

・
分
散
方
式

・
民
間
の
倉
庫
を
利
用
し
て
保
・

各
国
に
よ
る
保
管

・
形
式

・
政
府
が
農
協
、
民
間
の
倉
庫
・

政
府
が
農
協
及
び
民
間
倉
庫
・

商
品
金
融
公
社
(
C
C
C
)
が
民

保
管
方
法

。

管
。

包
装
保
管
、
バ
ラ
保
管

を
借
り
上
げ
て
保
管
。

会
社
に
委
託
し
て
保
管
。

間
の
倉
庫
を
借
り
上
げ
て
保

管
。

・
旧
在
庫
は
入
札
等
に
よ
り
一
・

新
品
と
保
管
品
を
混
ぜ
る
等
・

食
用
麦
は
５
年
に
１
回
、
1
/
5
・

入
札
に
よ
る
国
内
市
場
、
輸
・

公
開
入
札
販
売
又
は
随
意
契
・

軍
・
官
需
用
及
び
農
産
物
の
・

保
存
期
間
、
米
の
需
給
事
情
・

ア
フ
リ
カ
、
中
東
、
ア
ジ
ア

備
蓄
の
放
出
等

般
市
場
に
売
却
。

の
処
理
を
行
い
市
場
で
販
売

ず
つ
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
り

出
向
け
の
売
却
の
他
、
一
部
は

約
販
売
。

価
格
安
定
（
穀
物
価
格
調
節
）

等
に
応
じ
、
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ

及
び
コ
ー
カ
サ
ス
地
域
へ
の 。

国
内
消
費
向
け
に
放
出
。

食
料
援
助
用
と
し
て
放
出
。

の
た
め
必
要
時
に
放
出
。

ン
で
売
却
。

緊
急
食
料
援
助
と
し
て
放
出

注
）
既
存
資
料
、

上
で
取
得
し
た
情
報
、
そ
の
他
の
情
報
等
に
よ
り
取
り
ま
と
め
た
も
の
で
、
時
点
、
定
義
等
は
一
致
し
な
い
。

w
eb
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主
要
食
糧
業
務
の
ス
リ
ム
化
と
消
費
・
安
全
業
務
の
強
化

（
旧
食
糧
事
務
所
の
再
編
と
定
員
の
ス
リ
ム
化
）

備
蓄
運
営
（
買
入
、
売
却
、

保
管
）
、
国
家
貿
易
　
等

１
，
２
８
９
名

農
産
物
検
査

米
穀
の
生
産
調
整
等１
，
３
９
３
名

７
６
６
名

米
麦
の
生
産
・
流
通
調
査 ８
２
０
名

管
理
部
門
 　
　
２
，
４
３
５
名

米
穀
の
Ｊ
Ａ
Ｓ

巡
回
点
検 １
，
６
５
３
名

４
８
７
名

約
１
，
０
０
０
名

約
１
，
１
０
０
名

約
８
０
０
名

米
麦
の
生
産
・
流
通
調
査

約
６
０
０
名

管
理
部
門
　
　
　
約
１
，
１
０
０
名

約
２
，
１
０
０
名

約
６
０
０
名

牛
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ

約
９
０
０
名

定
員
削
減

３
８
０
名

食
品
安
全
委
員
会
、
独
法

等
 の
リ
ス
ク
管
理
部
門
ヘ
２
９
１
名

約
１
，
０
０
０
名

米
穀
の
生
産
調
整
等約
４
０
０
名

約
８
０
０
名

米
麦
の
生
産
・
流
通
調
査

約
６
０
０
名

管
理
部
門
　
　
　
約
１
，
１
０
０
名

約
２
，
０
０
０
名

約
９
０
０
名

（
消
費
・
安
全
部
門
約
５
０
０
名
）

約
６
０
０
名

約
８
０
０
名

米
穀
の
生
産
調
整
等

約
３
０
０
名

約
６
０
０
名

管
理
部
門

約
８
０
０
名

約
２
，
０
０
０
名

約
９
０
０
名

約
６
０
０
名

（
主
要
食
糧
部
門
１
，
６
２
８
名
）

（
消
費
・
安
全
部
門
８
０
７
名
）

約
３
，
０
０
０
名

削
減
を
目
指
す

（
５
，
８
９
６
名
）

主 要 食 糧 部 門 消 費 ・ 安 全 部 門

（
２
，
９
４
７
名
）

（
約
４
，
０
０
０
名
）

（
約
４
，
２
０
０
名
）

（
約
３
，
３
０
０
名
）

（
約
４
，
１
０
０
名
）

（
消
費
・
安
全
部
門
約
６
０
０
名
）

○
具
体
的
な
削
減
の
手
法 期
間
中
の
計

年
平
均

退
職
不
補
充

２
，
５
０
０
名

２
５
０
名

イ
ン
ナ
ー
ソ
ー
シ
ン
グ

５
０
０
名

５
０
名

３
，
０
０
０
名

３
０
０
名

　
　
　
　
　
計

農
畜
水
産
物
の
安
全
性
、
食

品
価
格
・
需
要
動
向
調
査
等

・
生
産
調
整
の
見
直
し

・
調
査
業
務
の
見
直
し

・
電
算
化
等
に
よ
る
管
理

　
業
務
の
合
理
化
　
等

・
食
品
表
示
監
視
、
ト
レ
ー
サ

　
ビ
リ
テ
イ
等
、
食
品
リ
ス
ク

　
管
理
業
務
の
拡
充

・
地
方
農
政
局
へ
の
統
合
等

　
に
伴
う
管
理
部
門
の
簡
素
化

・
農
産
物
検
査
事
務
の
合
理
化

（
７
割
）

（
３
割
）

（
約
半
分
）

（
約
半
分
）

（
約
４
割
）

（
約
６
割
）

食
品
表
示
監
視

食
品
表
示
監
視

牛
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ

・
農
産
物
検
査
実
施

　
業
務
全
廃

・
計
画
流
通
制
度
廃
止

(主
要
食
糧
部
門
約
５
０
０
名
）

（
消
費
・
安
全
部
門
約
６
０
０
名
）

(主
要
食
糧
部
門
約
５
０
０
名
）

備
蓄
運
営
（
買
入
、
売
却
、

保
管
）
、
国
家
貿
易
　
等

備
蓄
運
営
（
買
入
、
売
却
、

保
管
）
、
国
家
貿
易
　
等

農
産
物
検
査

農
産
物
検
査

米
穀
の
生
産
調
整
等

農
畜
水
産
物
の
安
全
性
、
食

品
価
格
・
需
要
動
向
調
査
等

農
畜
水
産
物
の
安
全
性
、
食

品
価
格
・
需
要
動
向
調
査
等

平
成
１
５
年
度
末

旧
食
糧
事
務
所

８
，
８
４
３
名

平
成
１
４
年
度
末

地
方
農
政
事
務
所

約
８
，
２
０
０
名

平
成
１
７
年
度
末

地
方
農
政
事
務
所

約
７
，
４
０
０
名

平
成
２
４
年
度
末

地
方
農
政
事
務
所

約
６
，
０
０
０
名

(主
要
食
糧
部
門
約
３
０
０
名
）

農
畜
水
産
物
の
安
全
性
、
食

品
価
格
・
需
要
動
向
調
査
等

食
品
表
示
監
視

牛
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ

農
産
物
検
査

備
蓄
運
営
（
買
入
、
売
却
、

保
管
）
、
国
家
貿
易
　
等

（
約
２
，
０
０
０
名
）

（
約
１
／
３
）

（
約
４
，
０
０
０
名
）

（
約
２
／
３
）
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消費・安全関係の業務概要

〈消費・安全関係〉 約4，100人

牛トレーサビリティ 約900人

・ 牛肉トレーサビリティ法に基づく牛の個体識別情報の適正な管理及び伝達を

徹底するため、以下の業務を実施。

① 牛の管理者等の義務(耳標の装着、牛の出生・異動の届出等、平成15年12月

1日施行）の履行状況の立入検査等（定期検査：6，589件、臨時検査17，946

件、電話指導等26，644件 。）

② 食肉販売業者等の義務（個体識別番号の表示、帳簿の備付け、平成16年12

月1日施行）の履行状況の立入検査（16年度は食肉販売業者等に対して、資料

の作成・配布（冊子2種類14万部、パンフレット2種類18万部 、ダイレクトメ）

ール（約8万件 、説明会の開催（500回以上 、電話及び個別訪問により義務） ）

内容の周知・指導 。）

食品表示監視 約2，000人

・ 農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(ＪＡＳ法）に基づく適

正な品質表示を徹底するため、以下の業務を実施。

（ ， 、① 生鮮食品の小売店舗等における表示調査 初回調査:小売店舗36 947店舗

中間流通業者3，643事業所）

② 特定のテーマを決め集中的に実施する特別調査(初回調査:小売店舗11，849

店舗、中間流通業者3，639事業所）

③ 有機農産物の表示実施状況等の調査（444生産者）

④ 食品表示110番相談対応(14，598件)

⑤ 不正な表示が疑われる業者に対する立入検査(2，422件） 等

農畜水産物の安全性、食品価格・需要動向調査等 約600人

・ 農産物に含まれる有害化学物質の含有実態調査関係業務

・ 農薬取締法に基づく農薬製造者・販売者・使用者に対する取締業務

・ 肥料取締法に基づく肥料生産者・販売業者等に対する取締業務

・ 食品価格・需要動向調査

① 食品の価格、販売状況等の変化に関する情報を、食品の製造業者、販売業

者等から毎月収集(製造卸732件、小売店57，336店）

② 食品価格の高騰時又はその高騰が見込まれるときにおける機動的な価格監

視(27，364店）

等

管理部門 約600人

※ 業務指標については16年度実績。
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ＪＡＳ巡回指導業務等についてＪＡＳ巡回指導業務等についてＪＡＳ巡回指導業務等について

もし、国のＪＡＳ巡回指導業務がなくなるともし、国のＪＡＳ巡回指導業務がなくなると

・不適正表示への監視が行き届かず、適正表示の実現
が難しくなり、食品表示に対する消費者の信頼が失わ
れる
・不正表示事件に対する迅速な現地対応が困難となり、
違反業者の摘発が難しくなる

～ＪＡＳ巡回指導業務の内容～

・全国約５３万の小売店舗や事業所を対象とした日常的な
表示実施状況調査や消費者の関心等を踏まえて選定した
特定の品目について真正性の確認調査を実施
・食品の表示偽装が疑われる業者に対する立入検査や任
意調査の実施 等

もし、国の食品価格・需給動向調査がなくなるともし、国の食品価格・需給動向調査がなくなると

・国の職員による調査の実施により、食品の便乗値上
げ等に対する抑止効果が期待できるが、そのような効
果が期待できなくなる
・価格高騰時に価格動向を迅速に把握・公表する手段
が失われ、価格高騰に対する迅速・的確な対応ができ
なくなる

～食品価格・需給動向調査業務の内容～

・全国271都市約4900店舗で、食品の小売価格、価格動向
の調査を毎月実施し、価格対策に活用するとともに、翌月
の価格動向を公表
・価格高騰時には、全国470店舗で対象食品の小売価格の
調査を毎週実施し、結果を公表 等

・JAS巡回指導業務については、効率的な調査計画について
検討を進め、更なる業務の効率化を検討
・食品価格・需給動向調査については、業務内容を精査し、更なる
効率化を検討

～今後の更なる効率化に向けて～～今後の更なる効率化に向けて～
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